
１
　
は
じ
め
に

証
券
市
場
を
通
じ
る
資
金
の
流
れ
の
拡
大
を
図
る
こ
と
が
今
後
の
経
済
運
営
に
と
っ
て
極
め
て
重
要
で
あ
る
こ
と
は
い
う
ま
で
も

な
い
。
金
融
ビ
ッ
グ
バ
ン
と
呼
ば
れ
る
一
連
の
金
融
改
革
は
そ
う
し
た
直
接
金
融
・
市
場
型
間
接
金
融
の
比
重
の
拡
大
を
図
る
こ
と

に
主
眼
が
あ
っ
た
。
で
は
、
そ
う
し
た
方
向
に
日
本
の
金
融
は
向
か
っ
て
い
る
の
だ
ろ
う
か
。

今
年
四
月
に
発
表
さ
れ
た
財
務
省
の
レ
ポ
ー
ト
（
二
一
世
紀
の
資
金
の
流
れ
の
構
造
改
革
に
関
す
る
研
究
会
報
告
書
「
家
計
の
貯

蓄
率
と
金
融
資
産
選
択
行
動
の
変
化
及
び
そ
れ
ら
の
わ
が
国
の
資
金
の
流
れ
へ
の
影
響
に
つ
い
て
」）
は
、
少
子
高
齢
化
の
進
展
、

金
融
シ
ス
テ
ム
改
革
の
進
展
、
社
会
保
障
制
度
の
あ
り
方
、
情
報
技
術
の
革
新
等
、
経
済
・
社
会
の
構
造
が
大
き
く
変
容
す
る
中
で

の
、
①
家
計
貯
蓄
率
の
今
後
の
動
向
、
②
家
計
に
よ
る
金
融
資
産
選
択
行
動
の
今
後
の
変
化
、
等
に
つ
い
て
非
常
に
興
味
深
い
分

析
・
検
討
を
行
っ
て
い
る
。
そ
こ
で
、
こ
の
報
告
書
を
手
が
か
り
に
、
最
近
の
個
人
金
融
資
産
の
変
化
に
つ
い
て
、
そ
の
持
つ
意
味

を
考
え
て
み
よ
う
。

２
　
個
人
金
融
資
産
の
一
般
的
動
向

ま
ず
、
個
人
金
融
資
産
の
運
用
対
象
別
内
訳
に
つ
い
て
ご
く
大
雑
把
な
国
際
比
較
お
よ
び
こ
の
一
〇
年
間
の
変
化
に
つ
い
て
み
て

お
こ
う
。
図
１
は
日
米
英
独
の
四
カ
国
に
お
け
る
個
人
（
非
営
利
団
体
含
む
）
の
金
融
資
産
の
内
訳
に
つ
き
、
こ
の
一
〇
年
間
の
変

（1）

個
人
金
融
資
産
の
動
向
に
つ
い
て

二
上
季
代
司



（2）

図１　日米英独の個人金融資産構成

（出所）日本銀行「国際比較統計」より作成。日本の1991年のみ年度末
（注）四捨五入のため、合計しても100％にならない。
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化
を
見
た
も
の
で
あ
る
。
こ
れ
に
よ
る
と
、
日
本
は
依
然
と
し
て
現
預
金
の
比
重
が
高
く
、
む
し
ろ
九
〇
年
代
を
通
じ
て
そ
の
比
重

を
高
め
て
い
る
事
が
わ
か
る
。
こ
れ
に
対
し
、
株
式
・
出
資
金
、
投
信
、
公
社
債
な
ど
の
有
価
証
券
は
九
一
年
度
末
二
〇
・
五
％
で

あ
っ
た
も
の
が
九
九
年
末
に
は
一
五
・
七
％
に
ま
で
低
下
（
こ
の
う
ち
株
式
と
投
信
の
合
計
で
は
九
・
三
％
か
ら
八
・
七
％
の
低
下
）

と
な
っ
て
い
る
。

す
な
わ
ち
、
日
本
の
特
徴
の
一
つ
は
、
有
価
証
券
の
比
率
が
米
、
英
、
独
の
三
カ
国
で
は
こ
の
間
、
上
昇
し
て
い
る
の
に
、
日
本

だ
け
低
下
し
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
言
い
換
え
れ
ば
米
、
英
、
独
の
三
カ
国
で
は
個
人
金
融
資
産
総
額
の
増
加
率
を
上
回
る
率
で

株
・
投
信
の
保
有
額
が
増
え
て
い
る
の
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
ア
メ
リ
カ
で
は
個
人
金
融
資
産
総
額
が
二
・
一
倍
に
増
え
た
が
、
株
・

投
信
は
三
・
五
倍
、
イ
ギ
リ
ス
で
は
二
・
二
倍
に
対
し
て
二
・
九
倍
、
ド
イ
ツ
で
は
一
・
八
倍
に
対
し
て
三
・
九
倍
と
な
っ
て
い
る
。

特
に
間
接
金
融
偏
重
と
思
わ
れ
て
い
た
ド
イ
ツ
に
お
い
て
個
人
金
融
資
産
に
占
め
る
株
、
投
信
の
保
有
額
が
著
し
く
増
加
し
て
い
る

こ
と
は
注
目
点
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
違
い
の
原
因
の
一
つ
と
し
て
日
本
だ
け
株
価
が
低
落
、
株
式
評
価
額
が
低
迷
し
て
い
た
こ
と

が
あ
げ
ら
れ
る
が
、
そ
れ
だ
け
で
は
な
く
、
や
は
り
資
金
が
そ
こ
へ
向
か
わ
な
か
っ
た
こ
と
が
最
大
の
原
因
で
あ
ろ
う
。

第
二
の
大
き
な
特
徴
は
、
現
預
金
に
お
い
て
、
郵
便
貯
金
の
比
重
が
上
昇
し
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
例
え
ば
現
預
金
の
ほ
と
ん
ど

を
占
め
る
定
期
性
預
金
だ
け
と
っ
て
み
る
と
、
郵
便
局
の
定
額
貯
金
等
が
個
人
金
融
資
産
に
占
め
る
割
合
は
一
三
％
か
ら
一
八
・

七
％
へ
上
昇
し
て
お
り
、
民
間
金
融
機
関
の
定
期
性
預
金
の
比
重
は
む
し
ろ
低
下
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
同
様
に
保
険
・
年
金
準
備

金
に
つ
い
て
み
て
も
、
簡
易
保
険
の
比
重
が
上
昇
し
て
い
る
（
五
・
五
％
か
ら
八
・
三
％
へ
）。
す
な
わ
ち
、
確
定
利
付
き
資
産
に

つ
い
て
も
「
民
」
か
ら
「
公
」
へ
の
シ
フ
ト
が
見
ら
れ
る
の
で
あ
る
。

（3）



３
　
最
近
の
変
化

個
人
の
金
融
資
産
に
み
ら
れ
る
現
預
金
の
比
重
増
大
、
そ
の
中
で
も
「
官
」
の
比
重
上
昇
（
九
九
年
末
で
個
人
金
融
資
産
の
実
に

四
分
の
一
以
上
を
占
め
る
）
と
い
う
変
化
は
、
い
ず
れ
に
し
て
も
ビ
ッ
グ
バ
ン
が
期
待
し
て
い
る
方
向
と
は
逆
で
あ
る
。
し
か
し
な

が
ら
、
こ
れ
は
九
一
年
と
比
較
し
て
み
た
二
時
点
間
の
数
字
の
変
化
で
あ
る
。
こ
の
間
に
お
い
て
変
化
の
ベ
ク
ト
ル
が
変
わ
っ
て
い

る
可
能
性
は
充
分
に
あ
り
う
る
。
そ
こ
で
個
人
の
金
融
資
産
の
選
択
行
動
に
お
い
て
こ
の
間
に
見
ら
れ
る
変
化
を
個
別
的
に
挙
げ
て

み
よ
う
。

（
１
）
金
融
商
品
の
選
択
基
準

金
融
広
報
中
央
委
員
会
は
毎
年
、
貯
蓄
と
消
費
に
関
す
る
世

論
調
査
を
行
っ
て
い
る
が
、
そ
の
な
か
で
、
金
融
商
品
選
択
の

際
に
最
も
重
視
し
て
い
る
項
目
を
、「
安
全
性
」、「
流
動
性
」、

「
収
益
性
」
の
三
つ
の
基
準
に
括
っ
て
み
る
と
、
安
全
性
、
流

動
性
、
収
益
性
の
順
序
に
な
っ
て
い
る
こ
と
に
変
わ
り
が
な
い

の
だ
が
、
図
２
に
見
ら
れ
る
よ
う
に
、
平
成
九
年
（
一
九
九
七

年
）
を
境
に
し
て
、
流
動
性
基
準
が
低
下
、
安
全
性
基
準
も
そ

の
二
年
後
か
ら
低
下
、
代
わ
っ
て
収
益
性
基
準
が
上
昇
、
約
二

ポ
イ
ン
ト
の
ア
ッ
プ
と
な
っ
て
い
る
。

（4）
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（出所）「貯蓄と消費に関する世論調査」
（平成12年、金融広報中央委員会）



（5）

（
２
）
預
貯
金
の
変
化

そ
こ
で
安
全
性
・
流
動
性
資
産
の
典
型
と
さ
れ
る
預
貯
金
に
つ

い
て
見
る
と
、
最
近
の
特
徴
と
し
て
、
定
期
性
預
金
の
伸
び
悩
み

と
流
動
性
預
金
へ
の
シ
フ
ト
が
挙
げ
ら
れ
る
。
例
え
ば
一
九
九
九

年
三
月
末
と
二
〇
〇
〇
年
九
月
末
を
比
較
す
る
と
、
表
１
に
見
ら

れ
る
よ
う
に
、
個
人
預
金
の
残
高
は
四
・
三
％
増
え
て
い
る
が
、

定
期
性
預
金
残
高
は
わ
ず
か
〇
・
〇
九
％
し
か
増
え
て
お
ら
ず
、

一
千
万
円
超
の
大
口
に
つ
い
て
は
五
・
二
八
％
の
減
少
を
見
て
い

る
の
で
あ
る
。
こ
の
傾
向
は
各
業
態
に
共
通
し
て
い
る
。
昨
今
の

低
金
利
で
定
期
性
預
金
の
利
子
が
僅
少
の
た
め
、
流
動
性
を
犠
牲

に
し
て
定
期
性
預
金
に
し
て
お
く
必
要
性
が
薄
い
こ
と
、
来
年
度

か
ら
の
ペ
イ
オ
フ
解
禁
を
目
前
に
し
て
、
預
け
先
・
投
資
先
を
選

別
中
の
待
機
資
金
が
要
求
払
預
金
と
し
て
滞
留
し
て
い
る
こ
と
等

が
あ
げ
ら
れ
よ
う
。
も
っ
と
も
、
こ
の
動
き
は
先
の
図
１
に
み
ら

れ
る
「
流
動
性
基
準
」
の
低
下
と
逆
行
し
て
い
る
よ
う
に
見
え
る

の
で
、
こ
れ
と
整
合
的
な
説
明
が
必
要
で
あ
ろ
う
（
後
述
）。

他
方
、
九
〇
年
代
を
通
じ
て
個
人
金
融
資
産
に
占
め
る
比
重
を

高
め
た
郵
便
貯
金
は
昨
年
度
よ
り
純
減
に
転
じ
て
い
る
。
も
っ
と

表１　個人預金（1000万円超）の最近の動向（国内銀行分）
〔億円〕

要求払預金 定期性預金 合計
1999年３月末 767,842 1,998,976 2,777,831

2000年９月末 20.65％ 32.96％ 29.43％

1999年９月末 792,510 2,002,830 2,812,684
2000年３月末 844,194 1,996,128 2,862,360
2000年９月末 868,837 2,000,747 2,897,246
増減率（対99年３月末比） 13.15％ 0.09％ 4.30％

うち１千万超
1999年３月末 143,041 696,275 845,415

1999年９月末 19.40％ 34.15％ 30.08％
2000年３月末 20.56％ 33.28％ 29.65％

1999年９月末 153,732 683,883 846,085
2000年３月末 173,603 664,288 848,634
2000年９月末 179,374 659,504 852,559
増減率（対99年３月末比） 25.40％ －5.28％ 0.85％

同上比率
1999年３月末 18.63％ 34.83％ 30.43％

（出所）日本銀行「経済統計月報」より作成



も
そ
の
減
り
具
合
は
予
想
よ
り
も
穏
や
か
で
あ
る
。
郵
政
企
画
管
理
局
調
べ
に
よ
る
と
、
一
〇

年
前
の
高
利
率
で
預
入
さ
れ
た
満
期
定
額
貯
金
の
払
戻
額
は
元
利
合
計
で
五
四
兆
円
、
う
ち
利

子
へ
の
源
泉
徴
収
税
が
四
・
一
兆
円
、
元
利
合
計
で
預
入
限
度
額
を
超
え
る
金
額
が
八
・
六
兆

円
、
郵
政
当
局
は
、
残
る
四
一
・
三
兆
円
を
再
預
入
勧
奨
対
象
額
と
と
ら
え
、
そ
の
七
割
、
二

九
兆
円
を
再
預
入
目
標
額
に
置
い
て
い
た
。
結
果
は
表
２
に
見
る
よ
う
に
、
目
標
を
大
き
く
上

回
る
八
割
、
三
三
兆
円
を
再
び
郵
貯
で
、
加
え
て
郵
便
局
で
の
国
債
窓
販
で
二
・
九
兆
円
を
吸

収
で
き
た
の
で
あ
る
か
ら
、
依
然
と
し
て
郵
便
局
の
資
金
吸
収
力
の
強
さ
を
思
い
知
ら
さ
れ
た

わ
け
で
あ
る
。
し
か
し
郵
貯
残
高
が
年
間
一
〇
兆
円
規
模
で
減
少
す
る
こ
と
は
極
め
て
異
例
な

こ
と
で
あ
る
。
ま
た
、
定
額
貯
金
は
半
年
後
、
随
時
引
き
出
し
自
由
と
い
う
プ
ッ
ト
オ
プ
シ
ョ

ン
付
き
定
期
預
金
で
あ
り
、
再
預
入
後
の
利
子
率
が
低
金
利
で
あ
る
こ
と
を
勘
案
す
る
と
、
預

け
先
を
選
別
中
の
待
機
資
金
と
し
て
滞
留
し
て
い
る
と
い
う
意
味
合
い
が
強
い
よ
う
に
思
わ
れ

る
。
つ
ま
り
、
先
ほ
ど
国
内
銀
行
に
お
け
る
個
人
預
金
に
つ
い
て
み
た
の
と
軌
を
一
に
し
た
傾

向
と
指
摘
で
き
る
だ
ろ
う
。

（
３
）
保
険
契
約
の
動
向

次
に
個
人
金
融
資
産
に
占
め
る
比
重
が
預
金
に
つ
い
で
高
い
保
険
・
年
金
準
備
金
に
つ
い
て

み
る
と
、
簡
易
保
険
の
比
重
が
ア
ッ
プ
し
た
反
面
、
民
間
生
命
保
険
会
社
の
資
産
が
最
近
に
な

っ
て
純
減
に
な
っ
た
こ
と
が
注
目
さ
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
運
用
資
産
ベ
ー
ス
で
民
間
生
保
は
一

（6）

表２　定額貯金の再預入状況
（単位：兆円）

（注）郵貯流出額は18.1兆円、うち対市中流出額は14兆円。（2002年度見込み、14.1兆円）
（出所）郵政企画管理局調べ

2000年４月～2001年３月末（実績）
満期定額貯金 利子課税額 限度超過額 再預入 郵貯国債 残額
の払戻額 窓販
（元利合計額）

54 4.1 8.6 33 2.9 5.4
2001年４月～2002年３月末（見込み）

48 4.0 7.0 26 3.9 7.1



九
九
七
年
一
〇
月
を
ピ
ー
ク
（
一
九
〇
兆
円
）
と
し
て
、
二
〇
〇
一
年
一
月
に
は
一
七
五
兆
円
へ
と
落
ち
込
み
、
一
五
兆
円
の
減
少

を
見
て
い
る
（
日
本
銀
行
「
経
済
統
計
月
報
」）
の
で
あ
る
。
九
七
年
の
日
産
生
命
を
皮
切
り
に
民
間
生
保
の
破
綻
が
相
次
い
だ
こ

と
が
そ
の
背
景
に
あ
る
が
、
こ
こ
に
き
て
の
特
徴
は
、
東
京
生
命
の
よ
う
に
、
と
り
た
て
て
乱
脈
経
営
に
陥
っ
た
わ
け
で
も
な
い
の

に
契
約
者
が
保
険
会
社
の
財
務
内
容
に
不
安
を
抱
き
、
解
約
の
殺
到
（
一
種
の
取
り
付
け
）
で
資
金
シ
ョ
ー
ト
を
起
こ
し
破
綻
す
る

ケ
ー
ス
が
出
て
き
た
こ
と
で
あ
る
。

（
４
）
価
格
変
動
商
品
の
動
向

他
方
、
価
格
が
変
動
す
る
リ
ス
ク
性
金
融
資
産
の
保
有
動
向
は
ど
う
な
の
か
。
最
近
の
特
徴
の
一
つ
は
、
以
前
に
も
触
れ
た
こ
と

で
あ
る
が
（「
投
資
信
託
は
郵
貯
資
金
を
吸
収
し
た
か
」
本
誌
一
五
九
三
号
、
二
〇
〇
一
年
四
月
）、
基
準
価
格
の
下
落
に
も
か
か
わ

ら
ず
株
式
投
信
に
資
金
流
入
が
続
い
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
昨
年
二
月
以
来
、
今
月
ま
で
の
一
六
ヶ
月
間
、
株
式
投
信
は
連
続
し
て

資
金
流
入
を
記
録
し
て
お
り
、
昨
年
度
（
二
〇
〇
〇
年
四
月
〜
二
〇
〇
一
年
三
月
）
実
績
を
見
る
と
累
計
で
二
兆
九
七
百
億
円
の
資

金
純
流
入
を
見
て
い
る
（
同
期
間
に
株
式
投
信
は
累
計
五
兆
二
千
億
円
の
運
用
損
を
計
上
し
て
い
る
）。
戦
後
日
本
の
証
券
市
場
史

に
お
い
て
値
段
の
下
が
る
商
品
に
継
続
的
に
資
金
が
投
ぜ
ら
れ
る
と
言
う
こ
と
は
久
し
く
な
か
っ
た
こ
と
で
あ
る
が
、
こ
れ
が
今
、

株
式
投
信
に
起
き
て
い
る
の
で
あ
る
。
特
に
銀
行
窓
販
経
由
の
資
金
流
入
に
は
根
強
い
も
の
が
あ
り
、
同
期
間
で
一
兆
八
千
億
円
の

資
金
が
流
入
し
て
い
る
。（
こ
れ
に
対
し
て
販
売
額
で
は
圧
倒
的
シ
ェ
ア
を
誇
る
証
券
会
社
経
由
で
は
こ
れ
を
下
回
る
一
兆
四
百
億

円
の
資
金
が
流
入
し
た
に
過
ぎ
な
い
。
以
上
は
投
資
信
託
協
会
「
投
資
信
託
」
巻
末
資
料
よ
り
算
出
。）

で
は
株
式
に
つ
い
て
は
ど
う
か
。
冒
頭
で
見
た
よ
う
に
、
株
価
が
下
が
っ
て
い
る
た
め
に
個
人
金
融
資
産
に
し
め
る
株
の
比
率
は

下
が
っ
て
い
る
の
だ
が
、
別
の
角
度
か
ら
、
す
な
わ
ち
株
式
所
有
に
し
め
る
個
人
株
主
の
比
率
を
見
る
と
、
一
九
八
八
年
に
ボ
ト
ム

（7）



（
二
二
・
四
％
）
を
付
け
て
以
来
、
上
昇
に
転
化
、
九
八
年
か
ら
上
昇
の
テ
ン
ポ
を
速
め
、
こ
の
二
年
間
で
一
・
八
ポ
イ
ン
ト
の
上

昇
を
見
て
い
る
（
九
八
年
二
四
・
六
％→

二
〇
〇
〇
年
二
六
・
四
％
、
全
国
証
券
取
引
所
協
議
会
「
株
式
分
布
状
況
調
査
」）。

ま
た
、
預
貯
金
で
も
為
替
リ
ス
ク
の
あ
る
外
貨
預
金
、
外
貨
建
て
Ｍ
Ｍ
Ｆ
が
急
速
に
増
え
て
お
り
、
九
九
年
以
降
に
そ
れ
が
顕
著

に
な
っ
て
い
る
こ
と
も
注
目
点
で
あ
る
（
１
）。

４
　
今
後
の
家
計
貯
蓄
率
と
金
融
資
産
選
択
行
動
を
規
定
す
る
要
因

さ
て
、
は
じ
め
に
見
た
よ
う
に
、
九
〇
年
代
の
初
頭
と
比
べ
れ
ば
、
個
人
の
金
融
資
産
選
択
行
動
は
、
直
接
金
融
・
市
場
型
間
接

金
融
と
は
逆
の
方
向
に
向
い
て
い
る
よ
う
に
見
え
る
が
、
よ
り
詳
し
く
見
る
と
九
七
年
ぐ
ら
い
か
ら
そ
の
ベ
ク
ト
ル
を
反
転
さ
せ
る

動
き
も
見
ら
れ
る
の
で
あ
る
。
問
題
は
、
こ
の
反
転
の
背
景
、
要
因
は
何
か
で
あ
る
。
そ
れ
が
一
時
的
な
モ
ノ
で
あ
る
の
か
、
そ
れ

と
も
構
造
的
な
モ
ノ
で
あ
る
の
か
、
と
い
う
こ
と
に
、
ベ
ク
ト
ル
の
反
転
が
こ
の
ま
ま
中
長
期
に
継
続
し
う
る
か
否
か
が
掛
か
っ
て

来
よ
う
。

と
こ
ろ
で
、
冒
頭
で
引
用
し
た
財
務
省
の
報
告
書
は
、
今
後
の
貯
蓄
率
や
個
人
金
融
資
産
選
択
行
動
を
左
右
す
る
要
因
と
し
て
、

①
少
子
高
齢
化
、
②
社
会
保
障
制
度
改
革
、
③
日
本
的
雇
用
制
度
の
改
革
、
④
外
為
法
改
正
を
皮
切
り
と
す
る
金
融
シ
ス
テ
ム
改
革
、

⑤
Ｉ
Ｔ
革
命
、
⑥
投
資
家
教
育
の
進
展
、
⑦
預
金
の
ペ
イ
オ
フ
解
禁
、
等
を
挙
げ
て
い
る
。
こ
の
な
か
で
最
も
重
要
な
要
因
と
し
て

少
子
高
齢
化
に
代
表
さ
れ
る
人
口
動
態
的
な
変
化
を
挙
げ
て
お
き
た
い
。

（
１
）
家
計
の
金
融
資
産
選
択
を
左
右
す
る
「
団
塊
の
世
代
」

「
団
塊
の
世
代
」
と
呼
ば
れ
る
五
〇
歳
代
前
半
は
こ
れ
ま
で
住
宅
資
金
や
教
育
資
金
な
ど
の
負
担
が
多
く
金
融
資
産
に
比
べ
て
相

（8）



対
的
に
金
融
負
債
が
多
か
っ
た
の
で
あ
る
。
と
こ
ろ
が
、
よ
う
や
く
住
宅
ロ
ー
ン
を
払
い
終
え
、
子
ど
も
達
も
成
人
を
迎
え
て
教
育

資
金
の
負
担
か
ら
も
開
放
さ
れ
る
時
期
に
差
し
掛
か
っ
て
い
る
。
従
来
は
金
融
負
債
が
多
く
、
そ
の
返
済
の
た
め
に
流
動
性
資
金
を

準
備
し
て
お
か
な
く
て
は
な
ら
な
か
っ
た
の
で
あ
る
が
、
そ
の
必
要
性
が
徐
々
に
減
じ
て
い
る
の
で
あ
る
。
こ
の
世
代
は
日
本
の
人

口
の
約
一
割
、
一
千
万
人
を
数
え
、
家
計
の
資
産
選
択
行
動
に
与
え
る
イ
ン
パ
ク
ト
は
大
き
い
。
前
掲
図
１
に
も
あ
る
よ
う
に
九
七
、

八
年
頃
か
ら
、
選
択
基
準
と
し
て
「
流
動
性
」
の
意
義
が
低
下
し
て
い
る
こ
と
も
こ
の
こ
と
と
整
合
的
で
あ
る
。

し
か
し
、
低
金
利
や
ペ
イ
オ
フ
解
禁
な
ど
と
時
期
が
重
な
っ
た
た
め
、
む
し
ろ
流
動
性
預
金
が
増
大
し
て
い
る
が
、
こ
れ
は
上
記

の
こ
と
と
矛
盾
し
な
い
。
す
な
わ
ち
、
こ
の
流
動
性
預
金
は
、
預
け
先
・
投
資
先
選
別
中
の
待
機
資
金
で
あ
り
、
ケ
イ
ン
ズ
の
言
う

「
投
機
的
動
機
」
の
資
金
に
あ
た
り
、
金
融
情
勢
の
如
何
に
よ
っ
て
大
き
く
浮
動
す
る
性
格
の
モ
ノ
な
の
で
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
ロ

ー
ン
返
済
用
の
準
備
金
は
「
予
備
的
動
機
」
の
資
金
で
あ
り
、
予
備
的
動
機
が
薄
れ
る
に
つ
れ
て
減
少
し
て
い
く
（
２
）。

団
塊
の
世
代
が

老
齢
化
し
て
行
く
に
つ
れ
て
社
会
全
体
と
し
て
は
高
齢
化
が
進
展
し
、
貯
蓄
率
は
低
下
す
る
が
、
資
産
選
択
行
動
と
し
て
は
、
投
資

信
託
、
外
貨
預
金
、
株
式
な
ど
の
リ
ス
ク
性
・
収
益
性
の
金
融
資
産
へ
の
比
率
を
高
め
て
行
く
で
あ
ろ
う
。

さ
ら
に
、
団
塊
の
世
代
に
続
く
世
代
は
少
子
化
傾
向
を
強
め
て
お
り
、
そ
の
少
な
い
子
ど
も
達
に
相
続
・
贈
与
が
集
中
す
る
た
め
、

持
ち
家
比
率
が
高
ま
る
一
方
、
負
債
は
減
少
す
る
と
い
う
傾
向
が
中
長
期
的
に
は
続
く
こ
と
に
な
ろ
う
。
こ
の
こ
と
も
、
貯
蓄
率
の

低
下
の
反
面
、
リ
ス
ク
許
容
度
を
高
め
て
リ
ス
ク
性
・
収
益
性
資
産
へ
の
比
率
を
高
め
て
行
こ
う
。

（
２
）
年
金
制
度
改
革
、
日
本
的
雇
用
慣
行
の
見
直
し

今
一
つ
の
重
要
な
要
因
は
、
年
金
制
度
改
革
で
あ
る
。
公
的
保
険
制
度
の
財
源
難
が
誰
の
目
に
も
明
ら
か
と
な
り
、
年
金
の
給
付

条
件
の
再
検
討
（
給
付
開
始
時
期
の
繰
り
下
げ
、
給
付
水
準
の
カ
ッ
ト
等
）
が
取
り
ざ
た
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
の
こ
と
は
現
役
世
代

（9）



に
公
的
年
金
へ
の
不
公
平
感
、
制
度
存
続
へ
の
懸
念
を
か
き
た
て
、
貯
蓄
率
を
高
め
る
一
方
、
私
的
年
金
、
長
期
の
資
産
形
成
へ
の

イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
高
め
さ
せ
て
行
く
で
あ
ろ
う
。

同
様
に
、
日
本
的
雇
用
慣
行
の
中
で
は
老
後
の
資
産
形
成
の
中
で
退
職
金
、
企
業
年
金
の
も
つ
意
味
が
大
き
か
っ
た
の
で
あ
る
が
、

こ
の
こ
と
は
老
後
の
資
産
形
成
を
会
社
任
せ
に
し
て
い
る
こ
と
を
意
味
し
、
個
人
に
よ
る
自
律
的
で
戦
略
的
な
資
産
形
成
を
妨
げ
て

い
た
。
従
っ
て
、
日
本
的
雇
用
制
度
の
見
直
し
（
例
え
ば
退
職
金
や
企
業
年
金
相
当
額
の
月
例
給
与
へ
の
前
倒
し
支
払
い
な
ど
）
は

私
的
年
金
、
長
期
の
資
産
形
成
へ
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
高
め
さ
せ
て
行
く
。
四
〇
一
Ｋ
の
導
入
等
も
、
そ
の
有
力
な
投
資
対
象
と

さ
れ
る
投
信
へ
の
学
習
効
果
を
高
め
、
投
資
家
教
育
を
通
じ
て
上
記
の
傾
向
を
助
長
す
る
だ
ろ
う
。

（
３
）
金
融
ビ
ッ
グ
バ
ン
の
効
果

こ
う
し
た
中
長
期
性
の
資
金
が
投
信
市
場
に
継
続
的
に
入
り
込
ん
で
い
る
こ
と
に
つ
い
て
、
銀
行
窓
販
の
効
果
が
働
い
て
い
る
こ

と
は
否
定
で
き
な
い
し
、
外
貨
預
金
、
外
貨
建
て
Ｍ
Ｍ
Ｆ
の
増
大
も
外
為
法
改
正
が
寄
与
し
た
で
あ
ろ
う
。
す
な
わ
ち
、
金
融
ビ
ッ

グ
バ
ン
に
よ
る
一
連
の
改
革
が
資
金
の
流
れ
に
影
響
を
与
え
た
こ
と
は
ま
ち
が
い
な
い
。
た
だ
し
、
そ
れ
は
前
記
の
要
因
に
比
べ
れ

ば
そ
れ
ほ
ど
大
き
な
イ
ン
パ
ク
ト
を
も
つ
モ
ノ
と
は
言
え
な
い
の
で
は
な
か
ろ
う
か
。

５
　
小
括

従
来
、
預
貯
金
偏
重
と
思
わ
れ
て
き
た
個
人
の
金
融
資
産
選
択
行
動
に
九
〇
年
代
後
半
か
ら
こ
れ
を
反
転
さ
せ
る
傾
向
が
見
え
始

め
て
い
る
。
そ
の
要
因
と
し
て
注
目
し
た
い
の
は
、
少
子
高
齢
化
、
年
金
制
度
改
革
、
日
本
的
雇
用
制
度
の
見
直
し
、
金
融
ビ
ッ
グ

バ
ン
に
よ
る
一
連
の
改
革
等
で
あ
る
。
個
人
の
金
融
資
産
選
択
行
動
は
徐
々
に
証
券
市
場
を
通
じ
る
資
金
の
流
れ
を
拡
大
さ
せ
る
兆
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し
が
み
え
る
。
た
だ
し
、
こ
こ
で
注
意
し
て
も
ら
い
た
い
の
は
、
だ
か
ら
と
い
っ
て
資
金
需
給
の
面
か
ら
株
価
の
押
し
上
げ
効
果
が

働
く
と
い
う
発
想
を
し
て
は
な
ら
な
い
、
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
株
式
投
信
に
見
る
よ
う
に
、
株
価
が
下
が
っ
て
も
資
金
流
入
が
続

く
と
い
う
従
来
と
は
違
っ
た
動
き
が
こ
の
一
年
見
ら
れ
た
の
で
あ
る
が
、
そ
れ
は
株
価
が
よ
う
や
く
底
を
打
ち
、
い
ず
れ
は
上
昇
に

反
転
す
る
と
い
う
期
待
が
あ
る
か
ら
で
あ
る
。

株
は
上
が
っ
て
み
て
初
め
て
、
儲
か
る
と
い
う
実
感
が
湧
き
、
で
は
も
っ
と
買
っ
て
み
よ
う
か
、
と
い
う
気
に
な
る
の
で
あ
る
。

今
以
上
に
株
式
市
場
に
資
金
を
吸
引
し
た
い
の
で
あ
れ
ば
、
発
行
会
社
が
経
営
改
革
に
真
剣
に
な
っ
て
収
益
率
を
高
め
る
こ
と
が
必

要
条
件
で
あ
ろ
う
。
九
〇
年
代
を
通
じ
、
米
、
英
、
独
の
三
カ
国
で
個
人
金
融
資
産
に
占
め
る
株
・
投
信
の
比
重
が
上
昇
し
た
こ
と

を
見
た
が
、
株
式
投
資
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
が
良
か
っ
た
こ
と
が
最
大
の
要
因
な
の
で
あ
る
。
株
式
の
み
な
ら
ず
、
お
よ
そ
品
物
は

値
段
と
比
較
し
て
質
が
良
い
か
ら
買
わ
れ
る
の
で
あ
る
。

で
は
株
式
の
品
質
と
は
何
か
。
そ
れ
は
、
企
業
情
報
が
投
資
家
に
十
分
よ
く
伝
わ
っ
て
い
る
こ
と
（
透
明
性
あ
る
デ
ィ
ス
ク
ロ
ー

ジ
ャ
ー
）、
投
資
収
益
率
が
高
い
こ
と
の
二
つ
で
あ
ろ
う
。
そ
の
意
味
で
最
大
の
対
策
は
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
改
革
で
あ

る
。
企
業
経
営
者
が
株
主
重
視
の
経
営
改
革
に
着
手
し
、
機
関
投
資
家
が
外
部
取
締
役
を
派
遣
し
て
企
業
経
営
者
を
監
視
す
る
、
と

い
う
経
営
改
革
へ
の
エ
ン
フ
ォ
ー
ス
メ
ン
ト
が
働
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
そ
う
な
っ
て
初
め
て
自
己
資
本
利
益
率
が
高
ま
り
、
そ

れ
に
裏
付
け
さ
れ
て
株
が
上
が
り
、
今
以
上
に
株
や
株
式
投
信
に
資
金
が
吸
収
さ
れ
て
い
く
こ
と
に
な
ろ
う
。

注（
１
）

外
貨
預
金
の
個
人
保
有
残
高
は
、
九
七
年
度
末
（
一
兆
二
九
四
二
億
円
）、
九
八
年
度
末
（
一
兆
八
八
三
八
億
円
）、
九
九
年
度
末
（
三
兆

一
〇
七
九
億
円
）、
二
〇
〇
〇
年
末
（
三
兆
八
三
七
八
億
円
）
と
増
加
し
て
い
る
（
日
本
銀
行
「
資
金
循
環
勘
定
」）。
他
方
、
外
貨
建
て
Ｍ
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Ｍ
Ｆ
は
九
七
年
度
末
（
三
二
七
五
億
円
）、
九
八
年
度
末
（
六
五
一
一
億
円
）、
九
九
年
度
末
（
一
兆
六
一
二
億
円
）、
二
〇
〇
〇
年
末
（
一

兆
二
七
三
四
億
円
）
と
な
っ
て
い
る
（
た
だ
し
、
法
人
・
個
人
の
別
は
不
明
、
日
本
証
券
業
協
会
調
べ
）

（
２
）

ケ
イ
ン
ズ
は
、
そ
の
主
著
『
雇
用
・
利
子
及
び
貨
幣
の
一
般
理
論
』
一
三
章
「
利
子
率
の
一
般
理
論
」
の
な
か
で
、
人
々
が
流
動
性
を
選

好
す
る
理
由
と
し
て
、
次
の
三
つ
、
①
取
引
動
機
（
個
人
及
び
企
業
の
行
う
交
換
の
経
常
取
引
の
た
め
の
現
金
需
要
）、
②
予
備
的
動
機

（
資
産
総
額
の
あ
る
割
合
を
将
来
現
金
の
形
で
持
と
う
と
す
る
安
全
確
保
の
欲
求
）、
③
投
機
的
動
機
（
将
来
起
こ
る
こ
と
に
つ
い
て
市
場

よ
り
も
よ
り
よ
く
知
る
こ
と
か
ら
利
益
を
得
よ
う
と
す
る
目
的
）、
を
挙
げ
、
そ
れ
ぞ
れ
区
別
し
て
い
る
。（
ケ
イ
ン
ズ
全
集
、
第
七
巻
所

収
）

（
に
か
み
　
き
よ
し
・
主
任
研
究
員
）
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